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今週のキーワード ベアまで上 昇 したのは、企 業 の業 績 改 善 や政 府 の賃 上 げ要 請 で、経 団 連 がベアも

含 む 賃 上 げ を ６ 年 ぶ り に 容 認 、 大 手 が 相 次 い で 追 随 し た 。 調 査 は 製 造 業 の 賃 上

げ額 が7900円 で(賃 上 げ率 2 . 50％)。非 製 造 業 は7295円 で2 . 1 8％だった。全 体 をけ

ん引 した業 種 は機 械 金 属 と自 動 車 。2 業 種 とも賃 上 げ 額 が9000円 を上 回 っ た。食

品 、 ゴ ム の 上 昇 率 は 前 年 実 績 を 下 回 り － 118 円 。 円 安 に よ る 材 料 の 輸 入 価 格 の

高 騰 が 響 い た と み ら れ る 。 連 合 は 2510 組 合 で 1239 円 （ 2 . 18 ％ ） 上 が っ た 。 従 業 員

300人 未 満 と以 下 では533円 と1286円 で約 700円 の開 きがあった。 

春闘総括 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

政府、減価償却制度の見直し検討     
選択適用できる定率法を縮小・廃止か 

 

法人実効税率の引下げ議論とその代替財源を模

索する動きが加速している。４月14日に開かれた政

府税制調査会では、租税特別措置の見直しととも

に、減価償却制度の見直しが検討された。 

減価償却は、その使用または時間の経過に応じて

徐々に費用化する仕組みだが、その方法として、(1)

毎年均等額の減価償却費を計上する「定額法」と、

(2)毎期首の未償却残高に一定率を乗じた減価償却

費を計上する「定率法」の２つの方法がある。 

現在、企業は機械や装置などの設備投資にかかっ

た費用を計上する場合、定額法と定率法のどちらか

を選択適用できるが、長い目で見れば、どちらも納

める税金の総額は変わらない。ただし、定額法は毎

年の税負担は一定だが、定率法は、初期段階での生

産性が高い減価償却資産について適合する方法と

いわれ、投資後の当初の費用計上を定額法よりも大

きくすることで、税の初期負担を軽くできる。 

見直しに当たっては、「減価償却方法の選択制を

認めている結果、その時々の損益状況に応じた節税

効果の観点から選択される場合が少なくなく、こう

した状況は税制本来のあり方からみて是正される

べきではないか」との意見が出された。 

さらに、収益力の低い投資など非効率な投資を助

長する結果となっているのではないか、との意見も

あった。これらを踏まえ、資産の使用実態を考慮し

ない法人の任意による減価償却方法の選択可能性

は縮減し、定額法に統一すべきとの案が出ている。

経団連-賃上げ幅7697円、連合-6381円  
春闘総括、賃上げ波及は中小まで至らず

 

安倍政権は、昨年末の『政労使会議』で「企業

収益を賃上げにつなげ、消費を増やす経済の好循

環を実現する」との狙いで、日立やトヨタ自動車

など企業トップに、異例の「賃上げ」を約束させ

る、官政主導型の春闘を実現してみせた。労使の

間では「絵空事」などの冷ややかな見方もあった

が、それは中小企業全体まで波及してこない現実

を知っているからだ。 

経団連は、４月半ば春闘を総括する形で従業員

500人以上で東証１部上場の大手企業240社を対

象に実態を集計、分析した。経団連の総括は、４

月中旬の集計データは昨年と同じ41社分だが、平

均賃上げ幅は7697円（昨年比1646円増）と大幅増、

賃上げ率にして2.39％（昨年は1.88％）、7000円

台に乗せるのは1998年以来、16年間で も高い水

準となった。 

連合も春闘の結果について、４月中旬の集計で

回答した2510組合の平均引き上げ額は6381円。引

き上げ率が平均2.18％だったと発表した。前年同

時期の引き上げ率1.77％を上回った。安倍首相は

経済財政諮問会議で春闘評価を「大・中小企業も

賃上げの手ごたえを感じた」と政労使が一体とな

った成果を持ち上げた。しかし「今春闘は政府主

導」「大手企業が応じた形」「賃上げ波及は中小

企業まで来ない」などと、連合や日本商工会議所

などが、来年以降の持続性と先行きを懸念する。

今後、景気も含め持続性がカギだろう。 

税務会計 マーケティング 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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